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7 結び 

本稿では ESJ のフレームワークと 1955–2017 年もの長期にわたるデータベースの構築につい

て報告してきた。国民経済計算体系における教育サービスの数量および価格の評価には、さま

ざまなアプローチが提案されている（Schreyer, 2010, 2012; Gu and Wong, 2012）。ESJ の構築は、

そうしたさまざまなアプローチによる測定を共通のデータベースのもとで可能とするものであり、

そうした応用的な集計値としての評価を通じて、ESJ 自体もまた改訂が求められるものとなろう。 

さらなる改善に向けた検討として、大きく三つの方向性が求められよう。第一に、資本コストの

精緻化である。教育部門（その a2.補助活動）のサービスを適切に評価するためには、現在

JSNA において資本化されていない図書についても資本化が求められる。また一次統計資料で

は、借地であれば費用に含まれる（中間消費の内数に含まれ分離することはできず、そのことか

ら生産額に含まれる）が、自己所有地については費用計上されていない。それは教育サービス

全体の生産額をどれほど過小推計し、また学校ごとの生産額にどのような歪みを与えているの

か、あらためて検討されるべき課題である。そのためには土地の資本サービスコストの測定が求

められる。図書資産の考慮は SNA における少額資産として、現行 JSNA でも導入することもで

きるが、土地の資本サービスコストは 2008SNA 概念を超える生産額の評価となる。 

第二に、私立学校の生産額については、収入データから適切な概念調整とともに再検討し

ていく必要性がある。現行 JSNA における教育部門では、国公立学校に加え、私立学校の名目

生産額についても、非市場産出（non-market output）であるとしてコスト積算値によって推計され

ている。ESJ での収入データ（D ブロック）は、JSNA において私立学校を市場産出として扱う改

訂の可能性として、その細部を検討することを目的として構想されているものの、現段階ではデ

ータ蒐集に留まっている。教育サービスの数量および価格の分離問題のみではなく、その生産

金額の把握は依然として重要な課題となっている。 
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